
• リフォーム団体・賃貸住宅団体への働きかけ 

• 住宅防火防災推進シンポジウム 

• 住宅防火・防災キャンペーン 

• その他の取組み 

 

 

 

 

住宅用火災警報器の普及における 
消防庁の取組について 

資料4 
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リフォーム団体・賃貸住宅団体への働きかけ① 

68.69% 
5.90% 

25.41% 

一戸建て 

全部設置 

一部設置 

未設置 

一戸建て住宅の未設置世帯の割合が高い 

住警器の設置義務化（平成18年6月）以降の新築住宅に

ついては、住警器が設置されている。（建築確認申請の
審査項目に、住警器の設置に関することが追加されて
いる） 

未設置住宅の多くは既存の住宅だと考えられる。 

リフォーム工事を受注した際には、住警器の設置、維持管
理及び老朽住警器の取替えの必要性について、工事の依
頼主に説明してもらうよう協力依頼 

消防庁 

リフォーム関連団体 
（リフォーム施工会社等が加入） 

施工会社 施工会社 施工会社 
リフォーム依頼主
に、住警器の設置
や維持管理、取替
えの提案 

リフォーム
依頼主 

リフォーム
依頼主 

リフォーム
依頼主 

加盟している会員
に情報提供してもら
えるよう依頼 

依頼先 
・（一社）住宅リフォーム推進協議会 
・（一社）日本住宅リフォーム産業協会 
・（一社）良質リフォームの会 
・（一社）リノベーション住宅推進協議会 
・（一社）ベターライフリフォーム協議会 
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○国土交通省において、リフォーム団体の認定・登録制度が発足（平成26年9月1日）。 
     今後は、この登録制度の状況を注視し、登録された団体に働きかけていく。 



入居者が退去した際の原状回復工事等の機会を捉えて、住警器の設置、維持管理及
び老朽住警器の取替えの必要性について、賃貸住宅関連団体の会員への周知を依頼。 

依頼先 
・（公財）日本賃貸住宅管理協会 
 
・（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会 

消防庁 

賃貸住宅関連団体 
（管理会社、所有者が加入） 

管理会社 
所有者 
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管理会社 
所有者 

管理会社 
所有者 

リフォーム団体・賃貸住宅団体への働きかけ② 
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リフォーム団体・賃貸住宅団体への働きかけ③ 

提供：（一社）日本火災報知機工業会 



石川県小松市 
H26.9.27 

 平成18年度から実施している住宅防火防災推進シンポジウムを今年
度は全国7か所で開催（消防庁主催４ヶ所、住宅防火対策推進協議会主
催3ヵ所）。住宅用火災警報器の設置促進、住宅用火災警報器の維持管

理の重要性、住宅用防災機器の紹介等、防火防災対策の重要性などに
ついて広報を行う。 

宮城県仙台市
H26.11.26 

長崎県長崎市
H27.1.17 

岩手県矢巾町
H26.10.30 

茨城県水戸市
H26.10.21 

徳島県徳島市 
H26.11.6 

滋賀県大津市
H26.11.16 

平成26年度住宅防火防災推進シンポジウム 
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平成26年度住宅防火防災推進シンポジウム 



 

  
 高齢化の進展とともに、住宅火災によ
る死者のうち高齢者の占める割合が増加
していることから、消防庁では、「敬老
の日に『火の用心』の贈り物」をキャッ
チフレーズに「住宅防火・防災キャン
ペーン」（キャンペーン期間：９月１日
～21日）を実施。 
 
 
 このキャンペーンは、火災の犠牲者の
中でも、特に高齢者の方達の被害を減ら
すことを目的に、９月の「敬老の日」
に、お子さんやお孫さんから高齢者に
「住宅用火災警報器」や「住宅用消火
器」または「防炎品」等をプレゼントし
たり、設置されている「住宅用火災警報
器」の点検を代わりに実施すること等を
推進するもの。 

住宅防火・防災キャンペーン 
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その他の取組み 

○消防庁広報誌 「消防の動き」      平成２６年９月号に掲載 
 
○月刊フェスク（（一財）消防設備安全センター） 平成２６年１０月号に寄稿 

○第３回安心ちんたい検索サイト連絡協議会 
「賃貸住宅における火災警報器の設置について」として講演。 
※主催 公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 


